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上記の記載例やFAQの内容を確認してみましょう。

財産債務調書の作成・提出に必要な資料
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導入：財産債務調書の重要性

- 税務当局の
チェック強化

- 提出漏れ・
虚偽記載の罰

則リスク

- クライアン
ト指導の必要

性

財産債務調書の重要性
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令和６年度分 財産債務調書の提出について（1/5）

(1)提出する必要のある者
①以下のすべてを満たす者
・所得税の確定申告書を提出すべき者又は一定の所得税の還付申告書を提出することができる者
・その年分の退職所得を除く各種所得金額の合計額が2,000万円を超えていること
・その年の12月31日において、その価額の合計額が3億円以上の財産又はその価額の合計額が1億円
以上の国外転出特例対象財産を有していること
②居住者の方で、その年の12 月31 日においてその価額の合計額が10 億円以上の財産を有する者

〇 国外転出特例対象財産とは、具体的には所得税法第 60 条の２第１項に規定する有価証券等

※1.財産の価格の合計額の算定には、国外に所在する財産も含めて算定する必要がある。
2.「財産の価額」とは、財産の価額の総額をいい、債務の金額を差し引かずに算定する。
3.相続開始年の年分の財産債務調書については、その相続又は遺贈により取得した財産又は債務を
記載しないで提出することができる。
4.財産債務調書の提出期限まで（その年の翌年の１月１日から６月 30 日までの間）に、財産債務
調書を提出しないで死亡したときは、財産債務調書の提出を要しない

（2）提出期限
令和 7 年 6 月 30 日 (月)
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令和６年度分 財産債務調書の提出について（2/5）
（3）過少申告加算等の特例（FAQ問47～53）

提出期限内に提出した場合は、記載のある財産債務について所得税等・相続税の申告漏れが生じて
も、その財産又は債務に係る過少申告加算税等が5%軽減される。

提出期限内に提出されない場合や当調書に記載すべき財産又は債務の記載がない場合は、その財産
又は債務に関して所得税等の申告漏れ（死亡した方に係るものを除きます。）が生じたときは、その
財産又は債務に係る過少申告加算税等が5％加重される。

【問48】所得税の申告漏れが生じた場合の過少申告加算税等の加重措置の適用要件

○ この過少申告加算税等の加重措置は、具体的には、次のいずれにも該当する場合に適用される。
① 財産債務に係る所得税に関して修正申告等があること。
② 上記①の修正申告等について過少申告加算税又は無申告加算税の規定の適用があること。

       ③ 提出すべき財産債務調書について提出期限内に提出がないこと又は提出期限内に提出された財産債務
       調書に記載すべき上記①の修正申告等の基因となる財産若しくは債務の記載がないこと
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令和６年度分 財産債務調書の提出について（3/5）
（3）過少申告加算等の特例（FAQ問47～53）

【問49】過少申告加算税等の特例措置における「財産債務に係る所得税の申告漏れ」の具体例

① 財産から生じる利子所得又は配当所得
② 財産の貸付け又は譲渡による所得
③ 財産が株式を無償又は有利な価額で取得することができる権利等（いわゆるストックオプショ
ン等）である場合におけるその権利の行使による株式の取得に係る所得

④ 財産が生命保険契約等に関する権利である場合におけるその生命保険契約等に基づき支払を
受ける一時金又は年金に係る所得

⑤ 財産が 特許権等である場合におけるその特許権等の使用料に係る所得
⑥ 債務の免除による所得
⑦ 上記①から⑥までの所得のほか、財産又は債務に基因して生ずるこれらに類する所得

したがって、「財産債務に係る所得税の申告漏れ」とは、財産又は債務に直接基因して生ずる上記
の所得に対する所得税の申告がなかったこと又は申告額が過少であったことをいう。
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令和６年度分 財産債務調書の提出について（4/5）
（3）過少申告加算等の特例（FAQ問47～53）

【問53】提出期限後に財産債務調書を提出した場合

○ 提出期限後に財産債務調書を提出した場合であっても、その財産債務に係る所得税又は財産に対する
相続税について、調査があったことにより更正又は決定があるべきことを予知してされたものでないとき
は、その財産 債務調書は提出期限内に提出されたものとみなして、過少申告加算税等の特例を適用する

【問54】提出した財産債務調書の記載内容に誤りがあった場合の訂正方法

○提出期限後であっても、再度提出していただくことで、訂正が可能。
その場合、全ての財産及び債務を記載して提出する。
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令和６年度分 財産債務調書の提出について（5/5）
(4)記載における留意点

記載事項
財産の種類別、一般用または事業用という用途別、所在別、数量、価額を記載。
財産の価額は、12月31日の「時価」又は「見積価額」

例）土地の場合
・専門家による鑑定評価額 ・固定資産税評価額 ・取得後の価額変動を考慮した価額
・譲渡した場合、譲渡価額 等
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財産債務調書及び財産債務調書合計表
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記載方法 預貯金

１. 「事業用」と「一般用」

2. 所在の別（預貯金を預け入れている金融機関の所在地、名称及び支店名）

3.種類（当座預金、普通預金、定期預金等）

4.一口の預入高が50 万円未満のものについては、「所在」欄又は「備考」欄に口座番号
を記載することで、預入高の記載を省略できる。
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記載方法 土地

１. 「事業用」と「一般用」

２. 「数量」欄の上段に地所数を、下段に面積を記載

３（１）その年の12月31日が属する年中の固定資産税評価額
     （２）取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方法によって見積もっ
て算出した価額

（３）その年の翌年１月１日から財産債務調書の提出期限までにその財産を譲渡した場
合における譲渡価額
     （４）専門家による鑑定評価額
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記載方法 建物

１. 「事業用」と「一般用」

2. 「数量」欄の上段に戸数を、下段に床面積を記載してください。

３.（１）その年の12月31日が属する年中の固定資産税評価額
       （２）取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方法によって見積
もって算出した価額

（３）その年の翌年１月１日から財産債務調書の提出期限までにその財産を譲渡した
場合における譲渡価額
       （４）専門家による鑑定評価額
       （５） 一般用のものは定額法により償却後の金額
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記載方法 有価証券等
１. 「事業用」と「一般用」

2.有価証券の種類（株式、公社債、投資信託、特定受益証券発行信託、貸付信託等）及
び銘柄

※「上場株式」と「非上場株式」の別を明記

３. 「所在」欄は有価証券の保管等を委託している場合には、金融商品取引業者等の所
在地、名称及び支店名を記載

４. 「価額」欄の 上段には取得価額。
下段には１２月３１日時点の財産額を記載してください。

5.複数の銘柄が特定口座内にある場合、その口座単位で合算して「所在別」「株式等の
別」にまとめて記載することが可能



17

財産債務調書の作成に依頼すべき書類

財産債務の区分 一般的な必要書類 摘要

土地
固定資産税の納税通知書建物

預金 通帳

有価証券 証券会社から送付される取引残高報告書

事業用資産 所得税青色申告決算書

おわりに

財産債務調書の作成に当たっては、用意すべき書類が多く、
取得に時間がかかるため、早めの準備をお願いします。
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